
東大阪市[連結] （単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 795,078 固定負債 443,676
有形固定資産 733,062 地方債等 344,141
事業用資産 320,301 長期未払金 24
土地 219,205 退職手当引当金 22,083
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 188,527 その他 77,427
建物減価償却累計額 △ 88,770 流動負債 51,659
工作物 3,118 1年内償還予定地方債等 36,987
工作物減価償却累計額 △ 1,866 未払金 8,064
船舶 - 未払費用 23
船舶減価償却累計額 - 前受金 62
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,979
航空機 - 預り金 1,932
航空機減価償却累計額 - その他 1,611
その他 32 495,335
その他減価償却累計額 △ 18 【純資産の部】
建設仮勘定 75 固定資産等形成分 818,043

インフラ資産 393,662 余剰分（不足分） △ 455,134
土地 124,645 他団体出資等分 △ 1,160
建物 16,082
建物減価償却累計額 △ 9,413
工作物 434,398
工作物減価償却累計額 △ 178,586
その他 2,151
その他減価償却累計額 △ 1,433
建設仮勘定 5,819

物品 68,374
物品減価償却累計額 △ 49,275

無形固定資産 35,787
ソフトウェア 2,205
その他 33,582

投資その他の資産 26,230
投資及び出資金 1,933
有価証券 247
出資金 1,686
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 4,301
長期貸付金 7,392
基金 13,212
減債基金 1,147
その他 12,065

その他 40
徴収不能引当金 △ 648

流動資産 62,005
現金預金 29,790
未収金 8,730
短期貸付金 136
基金 22,829
財政調整基金 19,605
減債基金 3,224

棚卸資産 127
その他 603
徴収不能引当金 △ 209

繰延資産 - 361,749
857,084 857,084

※ 四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額



東大阪市[連結] （単位：百万円）

経常費用 370,380
業務費用 125,347
人件費 41,178
職員給与費 33,013
賞与等引当金繰入額 2,859
退職手当引当金繰入額 1,775
その他 3,530

物件費等 71,491
物件費 45,943
維持補修費 3,576
減価償却費 19,907
その他 2,065

その他の業務費用 12,678
支払利息 4,235
徴収不能引当金繰入額 741
その他 7,701

移転費用 245,033
補助金等 89,371
社会保障給付 155,283
他会計への繰出金 -
その他 379

経常収益 50,697
使用料及び手数料 34,196
その他 16,501

純経常行政コスト 319,683
臨時損失 557
災害復旧事業費 24
資産除売却損 209
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 144
その他 181

臨時利益 19,953
資産売却益 1,465
その他 18,488

純行政コスト 300,287

※ 四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります。

行政コスト計算書
  自　平成31年4月 1日　

至　令和 2年3月31日

科目 金額



東大阪市[連結] （単位：百万円）

前年度末純資産残高 337,318 797,284 △ 458,698 △ 1,268

純行政コスト（△） △ 300,287 △ 300,403 116

財源 324,970 324,979 △ 9

税収等 204,247 204,246 0

国県等補助金 120,723 120,732 △ 9

本年度差額 24,683 24,576 107

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 -

無償所管換等 △ 122

他団体出資等分の増加 2 2

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 △ 131

その他 △ 1

本年度純資産変動額 24,431 20,759 3,564 108

本年度末純資産残高 361,749 818,043 △ 455,134 △ 1,160

※ 四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合があります。

純資産変動計算書
　自　平成31年4月1日　

至　令和2年3月31日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分


